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資料２ 

小規模企業共済制度の平成２７年度付加共済金の支給率について 
 
 
１．付加共済金について 

 

小規模企業共済制度は、昭和４０年の創設以来、予定利率「６．６％」を維持

していたが、運用環境の悪化等のため、平成８年４月に「４．０％」に引き下げ

た。 

 

その際、支給する共済金の額については、「掛金納付月数に応じて固定的に定

め支給する方式」から、固定額の「基本共済金（予定利率に対応）」に「付加共

済金（各事業年度末の収支状況に応じて変動）」を加えた金額を支給する、いわ

ゆる「二階建方式」に変更された。 

 

なお、「付加共済金」については、平成８年度に導入以降、支給実績はない。 

 

 

２．平成２７年度の支給率について 

 

「支給率」は、当該年度の前年度末までに運用収入の見込額等を勘案して、経

済産業大臣が中小企業政策審議会の意見を聴いて定めることとなっている。 

支給率を定めるにあたっては、①「支給率の基準となる率」を計算し、②当該

年度以降の運用収入の見込額その他の事情を勘案することとなる。 
 
 

①「支給率の基準となる率」の計算 
 

付加共済金原資              ▲８８億円  
（施行規則第１０条の２第１項） 

                                ⇒「０」 
  仮定共済金等の発生見込総額  ７兆５，１２５億円  

（施行規則第１０条の２第２項） 
 

 

②当該年度以降の運用収入の見込額その他の事情について 

今後の運用環境については、上記のとおり平成２７年度末の繰越欠損金が８８

億円と推計され、大幅な改善が見込まれる。他方、現在の運用環境は良好に推移

しているものの、現在の状況が長期にわたり安定的に続くと判断するのは困難。 

 

⇒以上、①、②を踏まえて、支給率は「０」とするのが適切であると考えられる。 



２ 
 

【参考】 

 

 

平成２７年度「付加共済金の支給率」の算定根拠 
 

 

 

１．支給率の算定方法 

 

（１）「支給率の基準となる率」の算定 

 

分子 付加共済金原資 

支給率の基準となる率 ＝  

分母 仮定共済金等の発生見込総額 

 

 

①付加共済金原資（付加共済金に充てるべき額）：分子 

付加共済金原資は、以下のイからロとハの合計額を控除しニを加えたもの。 

イ 当該年度の運用収益・掛金等収入 

ロ 当該年度の共済金等の支払に充てる額 

ハ 当該年度において、次年度以降の共済金等の支払に充てるため前年

度末の責任準備金に積み増す額 

ニ 前年度末の剰余金（欠損金の場合はマイナス） 

 

 

②仮定共済金等の発生見込総額：分母 

仮定共済金等（※１）の発生見込総額は、当該年度の仮定共済金等の額に

脱退事由別の将来発生割合を乗じたものの合計。 
※１ 仮定共済金等：すべての共済契約者が基準月（※２）において脱退したと仮定

した場合の基本共済金等の額。 

※２ 基準月：掛金納付月数が「３６月」又は「３６月＋１２月の整数倍」となる月。 

 

 

（２）支給率の決定 

当該年度以降の運用収入の見込額その他の事情を勘案する。 

 

 

 

 

 



３ 
 

 

 

２．平成２７年度に係る支給率の算定 

 

平成２７年度の支給率の基準となる率について（具体的算定） 

 

（１）付加共済金原資の算定：分子 

平成２７年度における付加共済金原資の額は、下記のイ～ニの額により算出

され、０円となる。 

 

イ ２７年度の運用収入・掛金等収入        ６，７２４億円 

－ロ ２７年度の共済金等の支払に充てる額      ７，０４７億円 

－ハ ２７年度末以降の共済金等の支払に充てるため、 

  ２６年度末の責任準備金に積み増す額       ▲４５９億円 

＋ニ ２６年度末の剰余金               ▲２２３億円 

▲８８億円 
※端数処理のため合計が一致しない。 

●平成２７年度の付加共済金原資の額（▲８８億円）⇒ ０   ・・・・① 

 

 

（２）仮定共済金等の発生見込総額の算定：分母 

平成２７年度の仮定共済金等の発生見込総額は、平成２７年度の仮定共済金

等の額に脱退事由別の将来発生割合を乗じたものの合計。 

 

●平成２７年度の仮定共済金等の発生見込総額⇒７兆５，１２５億円・・・② 

 

 

（３）支給率の基準となる率の算定 

上記（１）及び（２）から、平成２７年度の支給率の基準となる率は、 
 

                  
                 ------       ０ 円・・・① 

 
      ＝ 
 
                 ------ ７兆５，１２５億円・・・② 

 
 
 

よって、平成２７年度の支給率の基準となる率 ＝ ０ 

２７年度の 
支給率の 

基準となる率 

付加共済金 
原資の額 

仮定共済金等の 
発生見込総額 
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小規模企業共済 付加共済金関連条文 

 

 

○小規模企業共済法（昭和四十年法律第百二号）（抄） 

（共済金） 

第九条 共済契約者に次の各号の一に掲げる事由が生じた場合であつて、その者の掛金納

付月数が六月以上のときは、機構は、その者（第一号又は第二号に掲げる事由が死亡に

よるものであるときは、その遺族）に共済金を支給する。 

一 事業の廃止（会社等の役員たる小規模企業者としての地位において締結した共済契

約に係る共済契約者にあつては、その会社等の解散）があつたとき（第七条第四項第

一号及び第二号に掲げるときを除く。）。 

二 会社等の役員たる小規模企業者としての地位において締結した共済契約に係る共済

契約者にあつては、疾病、負傷又は死亡によりその会社等の役員でなくなつたとき。 

三 六十五歳以上で、その共済契約者の掛金納付月数が百八十月以上である共済契約者

にあつては、前二号に掲げる事由が生じないで共済金の支給の請求があつたとき。 

２ 機構が支給すべき共済金の額は、共済契約者の納付に係る各月分の掛金を五百円ごと

に順次区分した場合における各区分（以下「掛金区分」という。）に応ずる区分共済金

額の合計額とする。 

３ 前項の区分共済金額は、次の各号に掲げる掛金区分に係る掛金納付月数に応じ、それ

ぞれ当該各号に定める金額とする。 

一 三十六月未満 その掛金区分に係る納付に係る掛金の合計額 

二 三十六月以上 次のイからハまでに定める金額の合計額 

イ その掛金区分に係る掛金納付月数及び第一項各号に掲げる事由に応じ政令で定め

る金額 

ロ 基準月（その掛金区分に係る掛金納付月数が三十六月又は三十六月に十二月の整

数倍の月数を加えた月数となる各月をいう。以下同じ。）に第一項各号に掲げる事由

が生じたものとみなしてイの規定を適用した場合に得られる金額（以下「仮定共済

金額」という。）に、それぞれ当該基準月の属する年度（四月一日から翌年三月三十

一日までをいう。以下同じ。）に係る支給率を乗じて得た金額の合計額 

ハ イに定める金額に、第一項各号に掲げる事由が生じた日の属する年度に係る支給

率を乗じて得た金額に、その掛金区分に係る掛金納付月数から最後の基準月におけ

る掛金納付月数を減じて得た月数を十二で除して得た率を乗じて得た金額 

 

４ 前項第二号イの政令で定める金額は、納付された掛金及びその運用収入の額の総額を

基礎として、予定利率並びに第一項各号に掲げる事由の発生の見込数及び共済契約の解

除の見込数を勘案して定めるものとする。この場合において、当該金額は、次に掲げる

要件を満たすものでなければならない。 



６ 

 

一 その掛金区分に係る納付に係る掛金の合計額を上回ること。 

二 第一項第一号に掲げる事由により支給される金額が同項第二号及び第三号に掲げ

る事由により支給される金額以上であること。 

 

５ 第三項第二号ロ及びハの支給率は、経済産業大臣が、各年度ごとに、当該年度までの

運用収入のうち当該年度において同号ロ又は第十二条第四項第二号ロに定める金額の

支払に充てるべき部分の金額として経済産業省令で定めるところにより算定した金額

を、当該年度において基準月を有することとなる掛金区分に係る仮定共済金額又は仮定

解約手当金額（同号ロの仮定解約手当金額をいう。）の合計額として経済産業省令で定

めるところにより算定した金額で除して得た率を基準として、当該年度以降の運用収入

の見込額その他の事情を勘案して、当該年度の前年度末までに、中小企業政策審議会の

意見を聴いて定めるものとする。 

 

６ 第三項第二号イの規定に基づき政令を制定し、又は改正する場合においては、政令で、

当該制定又は改正前に効力を生じた共済契約のうち当該制定又は改正後に第一項各号

に掲げる事由が生じたものに係る共済金の額の算定に関し必要な措置その他当該制定

又は改正に伴う所要の経過措置を定めることができる。 

 

 

 

○小規模企業共済法の一部を改正する法律の施行に伴う経過措置に関する政

令（平成十五年政令第三百八号）（抄） 

 

（支給率に係る特例） 

第七条 十年法共済契約、七年法共済契約、旧第一種共済契約又は旧第二種共済契約が締

結されている間は、新法第九条第三項第二号ロ及びハの支給率は、同条第五項の規定に

かかわらず、経済産業大臣が、各年度ごとに、当該年度までの運用収入のうち当該年度

において同条第三項第二号ロ又は新法第十二条第四項第二号ロに定める金額その他経

済産業省令で定める金額の支払に充てるべき部分の金額として経済産業省令で定める

ところにより算定した金額を当該年度において基準月を有することとなる掛金区分に

係る仮定共済金額又は仮定解約手当金額その他経済産業省令で定める金額の合計額と

して経済産業省令で定めるところにより算定した金額で除して得た率を基準として、当

該年度以降の運用収入の見込額その他の事情を勘案して、当該年度の前年度末までに、

中小企業政策審議会の意見を聴いて定めるものとする。 

 

 

 

 



７ 

 

○中小企業政策審議会令（平成二十六年一月十七日）（抄） 

 

（分科会） 

第五条 審議会に、次の表の上欄に掲げる分科会を置き、これらの分科会の所掌事務は、

審議会の所掌事務のうち、それぞれ同表の下欄に掲げるとおりとする。 

名 称 所掌事務 

中小企

業経営

支援分

科会 

一 中小企業の経営の革新及び創業の促進、その経営基盤の強化並びに経済的社

会的環境の変化への適応の円滑化に関する重要事項を調査審議すること（中小

企業分野等調整分科会の所掌に属するものを除く。）。 

二 中小企業支援法（昭和三十八年法律第百四十七号）、小規模企業共済法（昭

和四十年法律第百二号）第九条第五項、下請中小企業振興法（昭和四十五年法

律第百四十五号）第十七条第三項、中小小売商業振興法（昭和四十八年法律第

百一号）第三条第三項、中小企業における労働力の確保及び良好な雇用の機会

の創出のための雇用管理の改善の促進に関する法律（平成三年法律第五十七

号）第三条第三項、商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する

法律（平成五年法律第五十一号）第三条第三項、中小企業の新たな事業活動の

促進に関する法律（平成十一年法律第十八号）、産業活力の再生及び産業活動

の革新に関する特別措置法（平成十一年法律第百三十一号）第四十条第四項、

流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律（平成十七年法律第八十五

号）第三条第三項、中小企業のものづくり基盤技術の高度化に関する法律（平

成十八年法律第三十三号）、中小企業による地域産業資源を活用した事業活動

の促進に関する法律（平成十九年法律第三十九号）第三条第三項、中小企業者

と農林漁業者との連携による事業活動の促進に関する法律（平成二十年法律第

三十八号）第三条第三項及び商店街の活性化のための地域住民の需要に応じた

事業活動の促進に関する法律（平成二十一年法律第八十号）第三条第三項の規

定により審議会の権限に属させられた事項を処理すること。 

中小企

業分野

等調整

分科会 

一 中小企業の事業活動の機会を適正に確保するための大企業者の事業活動の

調整に関する重要事項を調査審議すること。 

二 中小企業等協同組合法（昭和二十四年法律第百八十一号）第九条の二の二第

四項及び中小企業の事業活動の機会の確保のための大企業者の事業活動の調

整に関する法律（昭和五十二年法律第七十四号）の規定により審議会の権限に

属させられた事項を処理すること。 

 

２ 前項の表の上欄に掲げる分科会に属すべき委員、臨時委員及び専門委員は、経済産業

大臣が指名する。 

３ 分科会に分科会長を置き、当該分科会に属する委員の互選により選任する。  

４ 分科会長は、当該分科会の事務を掌理する。 

５ 分科会長に事故があるときは、当該分科会に属する委員又は臨時委員のうちから分科

会長があらかじめ指名する者が、その職務を代理する。 

６ 審議会は、その定めるところにより、分科会の議決をもって審議会の議決とすること

ができる。 

 

 



８ 

 

 （議事） 

第八条 審議会は、委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数が出席しなければ、会議

を開き、議決することができない。 

２ 審議会の議決は、委員及び議事に関係のある臨時委員で会議に出席したものの過半数

で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。 

３ 前二項の規定は、分科会及び部会の議事に準用する。 

 

 

 

○中小企業政策審議会運営規程（平成二十五年七月十九日）（抄） 

 

（答申書等） 

第六条 会長は、審議会の議決があったときは、遅滞なく、答申書又は建議書を作成する

ものとする。 

 

（分科会の議決） 

第七条 分科会長は、会長の同意を得て、分科会の議決をもって審議会の議決とすること

ができる。 

 

 



【参考】小規模企業共済制度 「加入・脱退・在籍状況」   （人数ベース） 
○在籍人数は、平成６年度から減少が続いていたが、平成２１年度に底を打ち、増加傾向。 
 
○加入人数は、平成１３年度をボトムに増加し、近年は６～７万人で推移。 

25 

年度(直近) 加入人数 前年同期比 脱退人数 前年同期比 在籍人数 前年同期比 

24 64,372 -9.0% 64,460 2.7% 1,217,009 0.0% 

25 67,470 4.8% 58,335 -12.5% 1,226,144 0.7% 
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【参考】小規模企業共済制度 「予定利率と運用利回り、当期損益と欠損金の推移」 

○ 平成１５年まで運用利回りが予定利率を下回ったことから累積欠損金が拡大。平成１６年度に予定利率を2.5％ から1.0％に 
  引き下げたこと、また、運用環境が良好であったことから累積欠損金は平成１８年度まで順調に減少。 
 
○ 平成１９年度以降は、サブプライム問題やリーマンショック等の影響を受けて、運用環境が大きく変動している。 

予定利率と決算利回りの推移 

当期損益と欠損金の推移 
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